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１ 人命の保護が最大限図られること 

1－①住宅や事業所等、不特定多数が集まる施設の倒壊・火災による死傷者の発生 

 

 

 

（住宅、建築物の耐震化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

住宅の耐震化 ・個人戸建て住宅への耐震診断士派遣事業 S56.5.31以前に工事着手した、在来工法の個人戸建て住宅を対象に耐震診断を無

料で実施 

R4～R8 

住宅の耐震化 ・診断結果に基づく耐震改修への補助事業 耐震基準の強さが基準値より低い場合に最大100万円の改修費を補助 R4～R8 

 

（公的施設の耐震化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

公共施設の集約化、長寿命化

の推進 

・公共施設等適正管理推進事業 令和４年 3 月改定の「飯綱町公共施設等総合管理計画」による、公共施設の集約

化、長寿命化の推進 

「上水内郡飯綱町橋梁長寿命化修繕計画（平成31年３月策定）」「飯綱町町営住宅

等長寿命化計画（令和２年３月策定）』「飯綱町学校施設長寿命化計画（令和３年３

月策定）」以外の個別施設計画の作成と、事業検討の実施 

R4～R8 

学校施設の耐震化等の推進 ・学校施設の耐震化事業 三水小学校 校舎屋根及び外壁修繕工事の実施 R4～R8 

社会教育施設等の耐震化及

び倒壊・延焼防止対策の強化 

・社会教育施設災害対策強化事業 歴史ふれあい館エレベーター改修工事、防火シャッター適法化工事（危害防止・手

動閉鎖・遮煙）、及び町民会館等安全対策工事の実施 

R4～R8 

 

（各種施設の災害時対応力の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

老朽化した社会教育施設等

の集約化と撤去の推進 

・老朽社会教育施設等集約化事業 日向センター解体工事、及び旧三水マレットゴルフ場クラブハウス解体工事の実

施 

R4～R8 

社会教育施設等における防

災訓練・防災教育の強化 

・防災・災害対応力強化促進事業 社会教育施設における、防災教育を含めた防災訓練を法定実施回数以上実施 R4～R8 

避難経路図作成 ・災害時の避難経路図及び避難方法作成事業 来場者説明（配布）用、避難経路図及び避難方法資料の作成 R4～R8 

防災訓練・防災教育の強化 

防災対応力をもつ職員の育

成 

・非常時情報伝達・避難訓練演習事業 健康管理センターの職員及び保健師等を対象とした、非常時の情報伝達や避難訓

練の実施 

R4～R8 

1－①住宅や事業所等、不特定多数が集まる施設の倒壊・火災による死傷者の発生 
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介護施設等における防災訓

練・防災教育の強化 

防災対応力をもつ職員の育

成 

・非常時情報伝達・避難訓練演習事業 町内に所在する介護施設での、年１回以上定期的な訓練と演習の実施要請 R4～R8 

医療スタッフの充実 ・医療安全対策、及び防災計画策定事業 毎月の医療安全対策委員会・防災小委員会、年２回の訓練等を全スタッフに対し

実施 

R4～R8 

計画的な設備の更新 ・飯綱病院耐震改修促進計画策定事業 建物等定期診断、器械等定期点検等（年1～2回） 

点検等により指摘された部分は緊急性の高いものから実施 

医療機器更新の順次実施 

R4～R8 

 

（避難訓練等の充実） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

防災訓練・防災教育の強化 ・防災意識啓発事業 区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年１回） 

赤牛先生による防災教育講演会の開催（区組長向け） R4、R7予定 

地域で防災に備える出前講座の開催（年８回目標） 

町公式ホームページ又は広報誌による啓発（年１回） 

R4～R8 

・防災力強化（実践的訓練）事業 土砂災害警戒区域等における避難訓練の実施 隔年実施（各１回） R5、R7 

地震・土砂災害ハザードマッ

プ等の周知 

・地震や土砂災害ハザードマップを活用した避

難訓練事業 

区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年１回） R4～R8 

施設職員教育の推進 ・施設職員防災・災害対応訓練事業 施設（いいづなコネクト EAST・WEST、メーラプラザ）の消防計画書に基づく、施

設管理者による施設職員を対象とした総合訓練（消火・通報・避難訓練等）の実施

（年２回） 

R4～R8 

防災・災害対応専門教育の推

進 

・防災・災害対応職員研修事業 施設管理者に対する、消防計画の周知徹底及び管理人の任務、火災予防上の遵守

事項、発災時の周知要領と避難誘導要領、消防用設備等の機能と取扱要領につい

ての研修の実施（年１回） 

R4～R8 

防災訓練・防災教育の強化 ・防災訓練・防災教育強化対策事業 公共施設における避難訓練及び町内小規模事業者への災害リスクの周知を 

行う。 

R4～R8 

施設における防災訓練・防災

知識の強化 

・防災訓練及び職員育成研修実施事業 子育て世代支援施設での防災訓練の実施（年２回） 

子育て世代支援施設職員等を対象とした職員育成研修の実施（年１回） 

R4～R8 

防災訓練・防災教育の強化 ・避難訓練と防災教育実施事業 保育園で年間の防災訓練等の計画を作成し計画に基づき実施 R4～R8 
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1－②豪雨による河川の氾濫に伴う住宅などの建築物の浸水 

 

 

 

（ハザードマップの周知と活用促進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

土砂災害ハザードマップの

随時更新と周知 

・土砂災害ハザードマップ更新及び周知事業 ハザードマップ更新業務（マップ印刷、Web公開）、全戸配布4,000部 R4～R5 

・土砂災害ハザードマップを活用した避難訓練

事業（1－①再掲） 

区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年1回） 

土砂災害警戒区域等における避難訓練の実施 隔年実施（各1回） 

R4～R8 

堤防等の整備促進 ・河川等整備事業 町管理河川の護岸整備等（角瀬川、間奈入川、月見川、前川等） R4～R8 

県管理河川に対し県への要望活動実施 R4～R8 

 

 

1－③土砂災害等による死傷者の発生 

 

 

 

（ハザードマップの周知と活用促進 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

土砂災害ハザードマップの

随時更新と周知 

・土砂災害ハザードマップ更新及び周知事業 

（1－②再掲） 

ハザードマップ更新業務（マップ印刷、Web公開）、全戸配布4,000部 R4～R5 

・土砂災害ハザードマップを活用した避難訓練

事業 

（1－①、1－②再掲） 

区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年１回） 

土砂災害警戒区域等における避難訓練の実施 隔年実施（各１回） 

R4～R8 

 

（森林の適切な管理） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

森林荒廃対策の推進 ・森林総合整備事業 森林環境の保全を目的に、間伐、造林等の森林整備を住民や企業とともに実施 R4～R8 

 

（造成地の土砂災害の防止） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

大規模盛土スクリーニング

調査の実施 

・大規模盛土調査事業 第一次調査により判明した箇所の詳細調査（１～５箇所） R4～R8 

1－②豪雨による河川の氾濫に伴う住宅などの建築物の浸水 

1－③土砂災害等による死傷者の発生 
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（土砂災害の防止） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

土砂災害警戒区域の対策強

化 

・砂防事業 土砂災害防止施設の整備（若宮沢、ソブ川、砂防堰堤３基、急傾斜地崩壊対策１箇

所） 

R4～R8 

道路啓開事業者との連携強

化 

・緊急時応急道路等啓開事業 長野県建設業協会との災害協定による道路啓開工事の実施 R4～R8 

 

 

1－④高齢者等避難・避難指示の判断の遅れや、情報伝達手段の不備に伴う避難の遅れによる死傷者の発生 

 

 

 

（情報収集と情報発信の迅速化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難情報発令の基準（目安）

の確立 

・避難情報発令（判断）の確立事業 避難情報発令（判断）手順書の作成 R5 

複数の情報伝達手段の整備・

構築 

・情報伝達手段の多様化事業 防災行政無線（同報）の保守管理、戸別受信機の随時更新 R4～R8 

メール配信サービスの実施、ホームページの更新、Yahoo！JAPAN自治体向け災害

協定に基づく「避難情報」の発信等 

R4～R8 

・非常時情報伝達・避難訓練演習事業 介護施設間の連携による、ごとに、それぞれ連携するなかで、非常情報伝達訓練、

及び防災訓練の実施 

R4～R8 

情報伝達手段の整備及び構

築 

・情報発信機器整備事業 複数の情報伝達の確保に向け、有事の災害時に必要な情報が住民（聴覚障がい者

等）にいきわたる情報伝達媒体の充実（大規模避難所等にデジタルサイネージに

よる災害情報などの伝達手段の検討整備等）（４箇所） 

R5～R8 

 

 

 

  

1－④高齢者等避難・避難指示の判断の遅れや、情報伝達手段の不備に伴う避難の遅れによる死傷者の発生 
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２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われ、被災者等の健康を確実に確保すること 

2－①長期にわたる孤立集落等の発生（大雪を含む）や、被災地での食料、飲料水、発電機等の長期にわたる不足 

 

 

 

（災害時連携の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

各事業者との応援協定等の

強化 

・災害応援協定等締結事業 民間企業や各種団体等との応援協定の締結（１～２件/年） R4～R8 

 

（災害備蓄の増強） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

家庭内備蓄及び非常用備蓄

の推進 

・非常用持出品や備蓄品の促進事業 広報や出前講座での家庭内備蓄の促進と町備蓄品の試食提供による備蓄品に対す

る住民理解促進 

R4～R8 

非常時の備蓄品などの購入 R4～R8 

業務継続ができるよう介護事業所における備蓄のための補助事業創設 R4～R8 

・食料、飲料水整備事業 食料備蓄の更新や追加による4,630食の実施 

指定避難所における食糧備蓄等の促進 

R4～R8 

非常時の備蓄品などの購入 R4～R8 

業務継続ができるよう介護事業所における備蓄のための補助事業創設 R4～R8 

 

（電源の確保と燃料備蓄の増強） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難所施設等への電源確保 ・非常用発電機整備事業 長期にわたる停電等に備えた自家用発電機・太陽光発電設備の整備 R4～R8 

福祉避難所指定の介護事業所（小規模多機能居宅介護施設）における、ＢＣＰを想

定した非常用ガス発電設備（３kva）の整備 

R4 

・自立・分散型エネルギーの導入推進事業 指定避難所における、蓄電池や太陽光など複数系統で非常用電源の整備 R4～R8 

指定避難所における、自立・分散型の非常用エネルギー対策を行うための、蓄電池

や発電機など複数系統による非常用電源の整備 

R4～R8 

 

  

2－①長期にわたる孤立集落等の発生（大雪を含む）や、被災地での食料、飲料水、発電機等の長期にわたる不足 
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（緊急輸送路等の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

緊急輸送道路等の強化 ・道路整備事業 道路改良（補助）岩崎線（L=350m W=6.0m）、M2-46号線他（L=540m W=5.0m） R4～R8 

道路破損個所修繕の実施（全域） R4～R8 

・町道改良事業 道路改良（単独）M3-135号線（L=220m W=6.0m）、西の街道線（ L= 80m W=4.0m） 

ほか３路線 

R4～R8 

道路破損個所修繕の実施（全域） R4～R8 

 

（給水体制の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難所への給水 ・給水車等整備事業 給水車1台（車両総重量５t未 積載量2,000ℓ ４ＷＤ車A/T車） 

給水袋1,000枚の整備 

R8 

・給水体制の整備事業 給水体制検討、避難所等の状況確認 R5～R6 

 

 

2－②消防等の機能が被災することによる救助活動の停滞 

 

 

 

（防災訓練の実施） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

区・組組織との連携強化 ・防災訓練運用マニュアル作成事業 区長・組長会時における、防災に係る啓発の実施 

９月の防災訓練時に、訓練の内容ごとに必要とする人員（職員）について確認し、

実際の災害に対応できるマニュアルの作成 

R4～R8 

緊急時における職員の適正

な人員配置 

防災訓練・防災教育の強化 ・防災訓練事業 区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施 年1回（再掲） R4～R8 

自主防災組織機能の強化 ・自主防災組織機能強化事業 現状の補助金内容の見直し（上限増額等） R5～R8 

 

（緊急時通行道路の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

救助・救急の確保に向けた道

路整備 

・災害復旧事業 町管理道路等の被災時に災害復旧工事を実施（補助、単独） R4～R8 

緊急車両等の通行に係る道

路の早期復旧 

・災害対策事業 災害時通行支障物の除去等を実施 R4～R8 

2－②消防等の機能が被災することによる救助活動の停滞 
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2－③医療機関、医療従事者の不足や、医療施設の被災による医療機能の麻痺 

 

 

 

（電源の確保と燃料備蓄の増強） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難所施設等への電源確保 ・非常用発電機整備事業 

（2－①再掲） 

長期にわたる停電等に備えた自家用発電機・太陽光発電設備の整備 R4～R8 

福祉避難所指定の介護事業所（小規模多機能居宅介護施設）における、ＢＣＰを想

定した非常用ガス発電設備（３kva）の整備 

R4 

・自立・分散型エネルギーの導入推進事業 

（2－①再掲） 

指定避難所における、蓄電池や太陽光など複数系統で非常用電源の整備 R4～R8 

指定避難所における、自立・分散型の非常用エネルギー対策を行うための、蓄電池

や発電機など複数系統による非常用電源の整備 

R4～R8 

 

（保健衛生体制の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

保健衛生活動や福祉支援体

制の強化 

・災害時医療救護体制整備事業 災害時の医療救護体制の充実に向けた関係各所の機関等との調整 R4～R8 

 

（病院機能の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

相互応援協定の拡充 ・新病院改革プラン推進事業 消防署との連絡調整会議（年１回）の実施 

防災訓練、防災委員会による、院内防災計画・ＢＣＰ等随時見直し 

R4～R8 

地域医療構想、新病院改革プ

ランに基づく応援体制づく

り 

・医療スタッフ育成事業 県との調整会議（数回/年）の実施 

全スタッフへの緊急時機能確保体制の周知 

R4～R8 

 

（診療所機能の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

診療所機能の維持 ・診療所業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援事業 診療所における、業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援の検討 R4～R8 

・自立・分散型エネルギーの導入支援事業 自立・分散型エネルギーの導入をはかるための、補助制度等の研究 R4～R8 

・町内医療連携体制の研究事業 災害時の協定なども見据えた、連携体制の研究・検討 R4～R8 

 

  

2－③医療機関、医療従事者の不足や、医療施設の被災による医療機能の麻痺 
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2－④被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

 

 

 

（疫病・感染症の発生予防） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

衛生環境の整備 ・避難所等感染防止事業 避難所の衛生環境の確保に向けた、避難所生活環境、衛生状態など被災地で必要

とされる関係機関との連携 

R4～R8 

避難所における感染防止物品等の購入等も含めた検討 R4～R8 

・感染予防対策事業 避難所の衛生環境の確保に向けた、避難所の感染症の発症など被災地で必要とさ

れる関係機関との連携 

R4～R8 

新型コロナウイルスワクチンの接種 R4 

避難所オゾン除染機器の整備 R4～R8 

 

（指定避難所の環境等整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

指定避難所における環境等

整備 

エアコン等設置事業 移動式エアコン等の（購入）整備 R4～R8 

三水Ｂ&G トイレ環境整備 設計監理業務及び工事 R5 

避難所設営や運営に係る備

蓄品の整備 

避難所備蓄品の整備事業 

（2－①再掲） 

食料備蓄の更新や追加による4,630食の実施 R4～R8 

指定避難所における食糧備蓄等の促進 R4～R8 

 

（環境衛生対策の充実） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

広域火葬体制の構築 ・火葬施設の相互応援協定の範囲拡大事業 長野保健所との連携（協議）による、県を越えた広域対応体制の構築 R4～R8 

 

  

2－④被災地における疫病・感染症等の大規模発生 
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３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能を確保すること 

3－①役場職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

 

 

 

（役場庁舎の機能強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

町庁舎の災害時拠点機能の

充実 

・町庁舎災害時運用マニュアル作成事業 新庁舎の災害に対応した機能を十分に活用できる運用マニュアル（非常時機能一

覧）を作成する。 

R4 

庁舎倒壊によるデータ保存

及びバックアップ体制の推

進 

・基幹データ保護事業 遠隔地バックアップシステムの導入 R4～R8 

保守料・データセンター使用料（５年間） R4～R8 

 

（災害に強い役場機能の推進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

各庁舎の災害時拠点機能の

充実 

・災害時行動マニュアル整備事業 新庁舎の災害に対応した機能を十分に活用できる運用マニュアル（非常時機能一

覧）を作成する。 

R4～R8 

・代替拠点施設検討事業 災害時の新たな拠点施設が必要か検討する。併せて、必要な場合の設置位置につ

いて候補地を検討する。また、具体的な検討を行うための調査委託を実施する。 

R4～R8 

 

（災害対策マニュアルの整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

各種マニュアルの見直し ・業務継続計画（ＢＣＰ）の適宜見直し事業 町業務継続計画【地震対策編】Ｈ29.3策定の改訂 R5 

新型コロナウイルス感染症町業務継続計画（暫定版）Ｒ2.4策定の改訂 R5 

・各種防災マニュアル等の更新事業 町地域防災計画R2.3策定の改訂（～H29対応） R4 

避難勧告等の判断基準及び伝達マニュアルH27.3策定の改訂 R4～R6 

 

  

3－①役場職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 
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3－②防災・災害対応に必要な通信インフラや情報通信の麻痺・機能停止 

 

 

 

（防災拠点施設等における情報発信機能の維持・強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

防災拠点施設等における停

電対策の強化 

・停電対策事業 指定避難所等における非常用電源装置の検討（本庁舎、町民会館、三水Ｂ＆Ｇ） R5～R8 

・公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 指定避難所（町民会館ホール、三水Ｂ＆Ｇ）における公衆無線ＬＡＮ環境整備 R6～R8 

災害対策本部の情報機能強

化 

・災害対策本部等の情報機能強化事業 無線通信網（ＬＰＷＡ）やドローン等を活用し、被害状況の把握や防災情報基盤の

整備の推進（※企画課と事業内容を協議した上で実施） 

R4～R8 

 

（通信施設・機能の強靱化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

通信インフラの強化 ・町独自のインフラの活用訓練事業 現在ある通信インフラの活用訓練を実施する。（ＭＣＡ無線機） 

ＤＸの推進と合わせ、災害時の新たな通信インフラの検討を行う。 

R4～R8 

防災拠点施設等の強化 ・非常用電源施設等整備事業 （一社）三水有線放送電話協会における、災害時通信手段の維持機能が必要な電

源装置等の確保 

R4～R8 

 

 

3－③テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

 

 

 

（情報伝達手段の多様化・多重化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

通信インフラの強化 ・町独自のインフラの活用訓練事業 

（3－②再掲） 

現在ある通信インフラの活用訓練を実施する。（ＭＣＡ無線機） 

DXの推進と合わせ、災害時の新たな通信インフラの検討を行う。 

R4～R8 

自治会組織との情報提供手

段の多様化 

・情報発信手段の多重化・多様化検討事業 テレビ、ラジオ放送が中断した場合でも、的確な情報提供ができるよう SNS 等、

複数の発信手段の確保 

R４～R８ 

 

  

3－②防災・災害対応に必要な通信インフラや情報通信の麻痺・機能停止 

3－③テレビ･ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 
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（災害情報発信の手順化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難情報の見直し及び発令

手順のマニュアル作成 

・発令手順マニュアル作成事業 避難情報発令（判断）手順書の作成 

（1－④再掲） 

R5 

住民の防災・減災意識の向上 ・防災意識啓発事業 

（1－①再掲） 

区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年１回） 

赤牛先生による防災教育講演会の開催（区組長向け） 

地域で防災に備える出前講座の開催（年８回目標） 

町公式ホームページ又は広報誌による啓発（年１回） 

R5～R8 

 

（児童・生徒等の災害時対応力の向上） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

児童生徒の防災・減災意識の

向上 

・児童・生徒の総合防災訓練事業 各小中学校が統一した災害等のテーマを設け、関係機関及び保護者を加えた総合

防災訓練を実施（毎年度） 

R4～R8 

災害発生時避難行動の周知 ・児童の防災・減災意識の向上事業 保育園で年間の防災訓練等の計画を作成し計画に基づき実施 R4～R8 

・タイムライン（防災行動計画）作成事業 各保育園に合わせた防災行動計画を作成 R4～R5 
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４ 必要最低限のライフラインを確保し、早期復旧ができること 

4－①上水道、電力等の長期間にわたる供給停止 

 

 

 

（ライフライン確保に向けた協定締結） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

電力事業者、ガス事業者等と

の連携強化 

・電力・ガス事業者等連携強化事業 電力事業者等との情報共有や意見交換の実施（年数回、複数事業者） 

電力事業者等との防災訓練の検討及び実施 

R4～R8 

 

（電源の確保と燃料備蓄の増強） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

ライフラインの防災対策の

推進 

・ライフライン防災対策事業 （一社）三水有線放送電話協会における、長期の給水・電力停止時の自家発電装置

等による仮復旧と燃料等の確保 

R4～R8 

・非常用電源の配備や燃料の確保事業 ２箇所の保育園に非常用電源の配備 R5～R8 

 

（水道施設の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

水道施設（浄水場・配水池・

水道管）の更新と耐震化の推

進 

・水道施設更新並びに耐震化事業 浄水場等更新（三水浄水場） R6～R8 

配水池更新（２箇所） R6～R8 

老朽管更新 R6～R8 

水道施設災害復旧対策の検

討 

・水道事業非常時対応会議開催事業 水道事業非常時対応会議の開催（町内外の水道事業者との非常時対応確認）※給

水管融着研修を兼ねる 

R5～R7 

各施設機器対応業者との非常時対応確認 R4～R5 

発電機の設置 ・発電機設置事業 発電機設置４箇所（日向浄水場、集合井、土橋水源、第４水源） R4～R8 

 

  

4－①上水道、電力等の長期間にわたる供給停止 
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（教育関連施設の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

校内水道管の耐震化及び電

力の確保 

・重要給水施設の耐震化及び電力確保事業 牟礼小学校の電力確保事業の実施 R4～R8 

必要最低限のライフライン

の確保 

・災害時ライフライン供給応急設備整備事業 指定避難所となる飯綱町民会館や三水 B&G 海洋センターへの非常用電源装置燃料

備蓄設備や貯水タンクを設置するための検討と実施 

簡易トイレを設置するための場所の特定とそれに伴う整備の実施 

R4～R8 

災害用給食等の備蓄 ・緊急時用保存食等備蓄事業 学校給食２回分のレトルト食材・紙皿等食器の備蓄 R5～R8 

 

 

4－②汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

 

 

 

（下水道施設の耐震整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

下水道施設の耐震化の推進 ・処理場の耐震化事業 管理汚泥棟耐震工事実施設計、処理場ストックマネジメント計画策定 R8 

・管路施設のストックマネジメント計画及び

耐震化計画策定事業 

管渠ストックマネジメント計画策定 

管路更生工事等（福井団地） 

R4～R8 

・維持管理適正化事業 農業集落排水施設の維持管理や機能を把握し長寿命化計画を策定 R4～R8 

 

（浄化槽の設置推進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

合併処理浄化槽の設置促進 合併処理浄化槽設置整備事業 ５人槽又は7人槽の合併浄化槽に対する補助金の交付 

浄化槽設置区域内で合併浄化槽未設置者への広報活動（補助事業の広報への掲載

年数回、希望がある場合説明会の開催（年１回） 

R4～R8 

 

（汚水処理施設の適正管理と防災対策） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

汚水処理施設等の防災対策

の推進 

下水道ＢＣＰの策定・再検討及び教育・訓練事

業 

下水道ＢＣＰの見直し、職員及び維持管理委託業者への教育訓練（年１回） R4～R8 

復旧支援体制確保に向けた協定 公的機関や事業者等との協定締結 R4～R8 

  

4－②汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 
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（トイレ機能の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

指定避難所等における諸条

件に応じたトイレ機能の確

保 

・トイレ機能の確保事業 災害時組立トイレの購入（４基/３年） 

災害時における物資供給（仮設トイレ）に関する協定事業者との連携強化 

（情報共有や意見交換）（１回/年） 

R4～R8 

 

 

4－③道路・鉄道等の基幹的交通ネットワークの機能停止 

 

 

 

（事業者との連携強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

建設関係等事業者との協定

締結 

・災害応援協定等締結事業 

（2－①再掲） 

民間企業や各種団体等との応援協定の締結（１～２件/年） R4～R8 

鉄道事業者等との連携強化 ・災害時等情報発信事業 災害時における鉄道の不通、運休などに伴う生活への支障の除去に向けた、住民

等に対する迅速な情報提供 

R4～R8 

 

（災害に強い道路の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

道路啓開事業者との連携強

化 

・災害復旧事業 長野県建設業協会との災害協定による道路啓開工事の実施 

（1－③再掲） 

R4～R8 

代替道路交通ルートの確保 ・町道改良事業 道路改良（単独）M3-135号線（L=220m W=6.0m）、西の街道線（ L= 80m W=4.0m） 

ほか３路線 

（2－①再掲） 

R4～R8 

 

（基幹的交通ネットワークの維持） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

鉄道施設等の耐震化、倒壊・

延焼防止の推進 

・耐震化等支援対策事業 災害の発生に対処するため、防災強度に配慮した整備計画の推進 R4～R8 

 

  

4－③道路・鉄道等の基幹的交通ネットワークの機能停止 
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4－④石油・ガス等のサプライチェーンの機能の停止 

 

 

 

（事業者との連携強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

経済関係団体との連携 ・事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援事業 小規模事業者に対する、事業者ＢＰＣ策定のための支援（５事業所/年×５箇年＝

25事業所） 

R4～R8 

 

（国・県道道路管理者との連携強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

事業活動の再開に向けた国・

県等の道路管理者との連携 

・道路整備事業 県道改良事業要望の実施 

長野荒瀬原線（栄町踏切ほか）、長野信濃線（横手）、野村上牟礼（停）線（中宿バ

イパス）、牟礼永江線（柳沢～奈良本）ほか 

R4～R8 

県道改良事業要望の実施 R4～R8 

・長野荒瀬原線、長野信濃線期成同盟会事業 会員市町村と連携し県・国へ要望活動の実施 R4～R8 

  

4－④石油・ガス等のサプライチェーンの機能の停止 
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５ 二次的な被害を発生させないこと 

5－①土石流、地すべりなど土砂災害による二次災害の発生 

 

 

 

（ハザードマップの周知と活用促進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

土砂災害ハザードマップの

随時更新と周知 

・土砂災害ハザードマップ更新及び周知事業（1

－②、1－③再掲） 

ハザードマップ更新業務（マップ印刷、Web公開）、全戸配布4,000部 R4～R5 

・土砂災害ハザードマップを活用した避難訓練

事業（1－①、1－②、1－③再掲） 

区組（事業所含む）主催による地震総合防災訓練の実施（年１回） 

土砂災害警戒区域等における避難訓練の実施 隔年実施（各１回） 

R4～R8 

 

（土砂災害の防止） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

土砂災害警戒区域の対策強

化 

・砂防事業 

（1－③再掲） 

土砂災害防止施設の整備（若宮沢、ソブ川、砂防堰堤３基、急傾斜地崩壊対策１箇

所） 

R4～R8 

代替えルートの整備 ・町道改良事業 

（2－①、2－③再掲） 

道路改良（単独）M3-135号線（L=220m W=6.0m）、西の街道線（ L= 80m W=4.0m） 

ほか３路線 

R4～R8 

 

（土砂災害対策教育の実施） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難確保計画の作成及び防

災訓練の実施 

・避難確保計画に基づく防災訓練事業 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設である飯綱中学校における避難確保計画

の作成及び防災訓練の実施 

R4～R8 

 

（避難訓練等の充実） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

防災訓練・防災教育の強化 ・避難訓練と防災教育実施事業 

（1－①再掲） 

保育園で年間の防災訓練等の計画を作成し計画に基づき実施 R4～R8 

 

  

5－①土石流、地すべりなど土砂災害による二次災害の発生 
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5－②ため池、防災施設、砂防堰堤、ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

 

 

 

（ため池等の改修と管理） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

溜池の改修と管理体制の強

化 

・地震耐性評価事業 防災重点農業用ため池について、地震による堤体の決壊等の可能性調査の実施 R4～R8 

・ため池低水位管理事業 防災重点農業用ため池の管理者に対し、非かんがい期を中心に台風などによる大

雨の河川並びに水路の溢水を未然に防止する観点から、低水位管理を依頼（依頼

箇所：３箇所） 

R4～R8 

・ため池改修事業 防災重点農業用ため池の地震耐性評価の結果に基づき、堤体等の改修工事を実施、

並びにため池の堆積物の浚渫により農業用ため池としての機能回復 

R4～R8 

 

（堰堤管理の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

堰堤の管理点検の強化と応

急対策工事の推進 

・砂防事業 長野県管理砂防施設の点検要望の実施 R4～R8 

・災害復旧事業 長野県管理施設の被災時に災害復旧事業の実施要望 R4～R8 

 

 

5－③有害物質の大規模拡散･流出 

 

 

 

（廃棄物の処理） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

有害物質の拡散・流出対策の

推進 

・災害廃棄物処理計画更新事業 有害・危険性廃棄物処理の留意事項の見直し R4～R8 

・灯油流出事故の未然防止に向けた広報活動

事業 

広報活動（出前講座、広報紙、無線放送活用）の実施 R4～R8 

 

（水路及び排水路の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

道路排水等の適正な保全管

理 

・道路排水等整備事業 地域要望箇所の側溝整備（５箇所/年） R4～R8 

町内不具合箇所の側溝等修繕 R4～R8 

5－②ため池、防災施設、砂防堰堤、ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

5－③有害物質の大規模拡散･流出 
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5－④農地・森林等の荒廃による被害の拡大や、観光や地域農産物に対する風評被害 

 

 

 

（農地の保全） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

農山村の多面的機能の維持

及び環境保全の推進 

・中山間直接支払交付金事業 中山間地域等の条件不利農用地を維持管理していくための取決め（集落協定）に

基づく、地域で農地の保全（農地管理、耕作放棄地発生防止活動、農道・水路等の

管理活動、周辺林地管理等）活動・農業生産活動等の実施 

R4～R8 

・多面的機能支払交付金事業 地域の多面的機能の維持を目的に、活動組織（14組織）に対して活動費を交付 R4～R8 

 

（森林の保全） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

森林荒廃対策の推進 ・森林総合整備事業 森林環境の保全を目的に、間伐、造林等の森林整備を住民や企業とともに実施（1

－③再掲） 

R4～R8 

・治山事業 県に対して適切な治山事業の実施要望を継続的に実施 R4～R8 

 

（風評被害の防止） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

風評被害防止のためのプロ

モーション支援 

・農産物販売促進のためのプロモーション事業 町内農産物のブランディング、販売力強化等の取組（農産物の高付加価値化のプ

ロモーション、広告宣伝関係）（特産品のりんごの選果基準の細分化、厳格化、新

基準等の確立）（新加工品、加工品ブランド等の製造） 

R4～R8 

・消費者と生産者の関係構築事業 「食と農」の体験事業、交流事業等の実施 

学校給食への地場産有機農産物の使用拡大への支援、システム構築事業 

R4～R8 

風評被害の防止 ・風評被害対策広報等事業 風評被害対策として、正しい情報の迅速・的確な提供を行う体制づくりの推進（R4

～R6） 

関係団体と連携した誘客キャンペーン等を通じた、安全・安心な観光地及び農産

物等のＰＲの実施（R7～R8） 

R4～R8 

 

  

5－④農地・森林等の荒廃による被害の拡大や、観光や地域農産物に対する風評被害 
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5－⑤避難所等における疫病の発生 

 

 

 

（疫病・感染症の発生予防） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

衛生環境の整備 ・避難所等感染防止事業 

（2－④再掲） 

避難所の衛生環境の確保に向けた、避難所生活環境、衛生状態など被災地で必要

とされる関係機関との連携 

R4～R8 

避難所における感染防止物品等の購入等も含めた検討 R4～R8 

・感染予防対策事業 

（2－④再掲） 

避難所の衛生環境の確保に向けた、避難所の感染症の発症など被災地で必要とさ

れる関係機関との連携 

R4～R8 

新型コロナウイルスワクチンの接種 R4 

避難所オゾン除染機器の整備 R4～R8 

 

（指定避難所の環境等整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

指定避難所における環境等

整備 

・エアコン等設置事業 

（2－④再掲） 

移動式エアコン等の（購入）整備 R4～R8 

三水Ｂ&G トイレ環境整備 設計監理業務及び工事 R5 

避難所設営や運営に係る備

蓄品の整備 

・避難所備蓄品の整備事業 

（2－①、2－④再掲） 

食料備蓄の更新や追加による4,630食の実施 

指定避難所における食糧備蓄等の促進 

R4～R8 

避難所衛生環境の整備 ・避難所等感染防止事業 

（2－④再掲） 

避難所の衛生環境の確保に向けた、避難所生活環境、衛生状態など被災地で必要

とされる関係機関との連携 

R4～R8 

 

（環境衛生対策の充実） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

広域火葬体制の構築 ・火葬施設の相互応援協定の範囲拡大事業 

（2－④再掲） 

長野保健所との連携（協議）による、県を越えた広域対応体制の構築 R4～R8 

 

（避難所におけるペットの管理） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

避難所でのペット管理方法

の周知 

・ペット動物の災害対策周知事業 周知広報（広報紙、無線放送、HP活用）の実施 R４～R8 

・飯綱町避難所運営マニュアル見直し事業 マニュアル（ペット関連個所）の見直し R４～R8 

  

5－⑤避難所等における疫病の発生 
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６ 流通・経済活動が停滞しないこと 

6－①商店街・小売業等の機能停止による、食料等の安定供給の停滞 

 

 

 

（災害備蓄の増強） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

家庭内備蓄及び非常用備蓄

の推進 

・非常用持出品や備蓄品の促進事業 

（2－①再掲） 

広報や出前講座での家庭内備蓄の促進と町備蓄品の試食提供による備蓄品に対す

る住民理解促進 

R4～R8 

非常時の備蓄品などの購入 R4～R8 

業務継続ができるよう介護事業所における備蓄のための補助事業創設 R4～R8 

・食料、飲料水整備事業 

（2－①再掲） 

食料備蓄の更新や追加による4,630食の実施 

指定避難所における食糧備蓄等の促進 

R4～R8 

非常時の備蓄品などの購入 R4～R8 

業務継続ができるよう介護事業所における備蓄のための補助事業創設す R4～R8 

 

（事業者による適切な災害備蓄） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

農業生産基盤の整備及び生

産・流通体制の確保 

・災害時初動対応及び供給体制の確保等に向け

た体制構築事業 

三本松農業拠点エリア整備（販売拠点施設・交流拠点施設・物流拠点施設等の建設

整備）の実施 

R4～R8 

食料等の供給体制の確保 ・食料等安定供給確保対策事業 小規模事業者に対する、事業者ＢＰＣ策定のための支援（５事業所/年×５箇年＝

25事業所） 

（4－④再掲） 

R4～R8 

 

（食料品等の調達ルート確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

物流機能等の維持及び早期

再開 

・道路整備事業 

（2－①再掲） 

道路改良（補助）岩崎線（L=350m W=6.0m）、M2-46号線他（L=540m W=5.0m） R4～R8 

道路破損個所修繕の実施（全域） R4～R8 

・緊急時道路啓開事業 長野県建設業協会との災害協定による道路啓開工事の実施 

（1－③、4－③再掲） 

R4～R8 

災害時通行支障物の除去等を実施 

（2－②再掲） 

R4～R8 

  

6－①商店街・小売業等の機能停止による、食料等の安定供給の停滞 
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6－②農林畜産物生産者の生産活動の喪失・減退 

 

 

 

（農産物生産活動の維持） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

農業生産基盤整備及び安定

した販売・流通の体制整備支

援 

・地域商社機能の構築事業 「地産地商（地域産物を地域一体で商品化・販売）」の体制整備と、推進機能とし

ての地域商社の構築 

R4～R8 

・生産基盤整備等支援事業 生産基盤整備としてモデル地区（約10ha）の設定と、収益性の向上等。 R4～R8 

収入保険の加入促進支援 ・収入保険料補助事業 農業者の負担額軽減と収入保険への加入促進に向けた、農業者の掛け金に対する

一定額の補助 

R4～R8 

 

（農業用水利施設の維持） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

農業用水利施設の維持 ・農業用水利施設改修 過去の圃場整備事業において整備された水路等の劣化に伴い、安定した用水供給

に支障を来す恐れのある箇所について、補助事業により改修を実施 

R4～R8 

 

（地産地消の推進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

町内農作物の利用促進 ・町内農作物利用促進事業 食材納入直売所、契約農家等が納入可能な場合、相互調整により発注 R4～R8 

 

 

 

  

6－②農林畜産物生産者の生産活動の喪失・減退 
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７ 被災した方々の日常生活が迅速に戻ること 

7－①大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

 

 

 

（災害廃棄物処理体制の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

災害廃棄物処理体制の充実 ・災害廃棄物処理計画更新事業 仮置き場の選定（９箇所から12箇所） R5 

 

（廃棄物運搬・排出道路の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

建物や土木施設等の被災状

況の迅速な把握 

・災害復旧事業 町管理道路等の被災時に災害復旧工事を実施（補助、単独） 

（2－②再掲） 

R4～R8 

災害時通行支障物の除去等を実施 

（2－②、6－①再掲） 

R4～R8 

・緊急時道路啓開事業 長野県建設業協会との災害協定による道路啓開工事の実施 

（1－③、4－③、6－①再掲） 

R4～R8 

災害時通行支障物の除去等を実施 

（2－②、6－①再掲） 

R4～R8 

 

 

7－②仮設住宅の建設、民間住宅等の確保が大幅に遅延する事態 

 

 

 

（仮設住宅の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

応急仮設住宅関係事業者等

との災害協定の締結 

・災害応援協定等締結事業 

（2－①再掲） 

仮設住宅関係事業者との応援協定の締結（１～２件/年） R4～R8 

 

  

7－①大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

7－②仮設住宅の建設、民間住宅等の確保が大幅に遅延する事態 
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（仮設住宅用地の確保） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

仮設住宅等の用地の確保 ・仮設住宅建設事業 仮設住宅建設予定地の検討、調査 R4～R8 

・住宅整備事業 若者住宅の建設（普光寺焚荒地区 宅地造成、４棟 ８戸建設） R4～R8 

 

（生活再建ガイドラインの整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

災害に対応した広報活動の

強化 

・災害時広報活動の一元化事業 被災・避難住民向けに、生活全般（健康・保健衛生・生活環境）の改善に関する啓

発と、生活再建に向けた各種施策の特例措置等をまとめたパンフレットの作成・

配布や説明会の実施 

R4～R8 

・生活再建ガイドライン整備事業 あらゆる被災住民の生活再建に向けた、産官学参画によるガイドラインの作成（被

災のケース、被災者の実情を想定した支援方法の確立）の検討 

R4～R5 

 

7－③倒壊した住宅の再建が大幅に遅れる事態 

 

 
 

（罹災証明書早期発行体制の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

他自治体等との災害協定の

締結推進 

・災害応援協定等締結事業 

（2－①再掲） 

他自治体等との応援協定の締結（１～２件/年） R4～R8 

職員の育成と確保 ・罹災証明書早期発行体制整備事業 県及び近隣市町村との連携による、罹災証明書の速やかな発行と被災者台帳の整

備、及び被災者の生活再建支援のための体制整備 

R4～R8 

 
（地籍調査の推進） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

地籍調査の着実な実施 ・地籍調査事業 地籍調査の実施（R4 東柏原４区 0.16㎢ R5～農地を中心に実施） R4～R8 

 
（ボランティア受け入れ態勢の整備） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

ボランティア支援体制の整

備 

・生活再建支援事業 災害ボランティアの育成、及び災害ボランティアを適正に受け入れる体制の整備 R4～ 

  

7－③倒壊した住宅の再建が大幅に遅れる事態 



 

24 

 

－④道路啓開等の遅れにより復旧・復興が大幅に遅れる事態 

 

 

 

（道路啓開体制の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

緊急輸送道路等の災害対応

力の強化 

・緊急時道路啓開事業 災害時通行支障物の除去等を実施 

（2－②、6－①、7－①再掲） 

R4～R8 

 
（橋梁等の耐震化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

橋梁等の補修・耐震化の推進 ・道路橋梁メンテナンス事業 町管理橋梁の点検・修繕事業の実施（85橋） R4～R8 

 
（空き家対策の強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

空き家対策事業の強化 ・空き家対策総合支援事業 空き家管理者調査及び管理依頼の通知、空き家対策計画の策定、協議会の設置 R4～R8 

 

（鉄道事業者との連携強化） 

施策名 提案事業名 事業内容（実施回数、箇所・区間名等） 事業期間 

鉄道事業者との災害発生時

における連携の強化 

・鉄道施設等長寿命化対策事業 しなの鉄道（株）への補助金交付による、鉄道度施設の安全性向上に資する設備の

機能向上や長寿命化の要請 

R4～R8 

 

 

 

 

 

7－④道路啓開等の遅れにより復旧・復興が大幅に遅れる事態 


